
長野大学紀要 第15巻第 1号 45-68頁 1993

専門職業家組織

―新しい組織類型を求めて―

Professional Organization

―Towards the new configuration of organization―

唐 沢 昌 敬

Masataka Karasawa

1.は じめに

輝かしい21世紀を迎えるにあたり､日本が通 り

抜けなければならない最大の課題は､リストラク

チャ])ングとダウンサイジングである｡ リス トラ

クチャリングとは構造的変化に伴って発生する新

しい社会的要請に向けて資源の組み合わせをダイ

ナ ミックに変え､強化すべき点は強化し､補充す

べき点は補充していくことである｡ダウンサイジ

ングとはリス トラクチャリングに含まれる概念で

あるが､資源の組み変えに合わせて､組織を見直

し､組織を効率化することと人材の活性化をはか

ることである｡ダウンサイジングという概念の本

質は､けっして単純な人月削減､経費の節減では

なく､簡素な仕組の中で､より現場に近いところ

で能力のある人を中心に､迅速な行動がとれるよ

うな組織の追求である｡このリス トラクチャリン

グとダウンサイジングという新 しい時代の流れの

中で､既存の組織類型を超えた新 しい組織頬型が

求められるようになって来ている｡

今まで､企業は､安定した環境においては機能

部門別組織､変化の激しい多角的状況に対しては

事業部制組織を採用し活動の統一性と業績を達成

して来た｡しか しながら､次から次へ と発生して

いる構造的変化に対応し､ダイナ ミックをリス ト

ラクチャリングが始まろうとしている現在､この

ような従来の,阻織類型だけでは対応できなくなっ

てきている｡新 しい社会的要請に応えるリス トラ

クチャリングを成功させるには､創造性を高め､ .

頭脳の価値を高め､人々のやる気を高め､イノベ

ーションを進める新 しい組織類型が必要である｡

現在､新 しい時代に適合するものとして､次の

組織類型が考えられる｡

(丑企業家的組織

(勤小規模事業単位

③ネットワーク組織

④革新的組織

G)専門職業家組織

これらの組織が新 しい時代の要請に応えるもの

として注目されつつあるが､そのすべてが全 く新

しい概念ではない｡それらの組織の一部は不完全

な形ではあるが限られた分野で存在していた｡今

までは､その分野の個別性､特殊性のゆえに取 り

上げられなかったに過ぎない｡企業家的組織と小

規模事業単位はすでに実態として存在していた｡

特に､企業家的組織は幅広 く存在していたが､

企業進化の過程の過渡的形態としてほとんど分析

の対象として取 り上げられることがなかった｡ま

た革新的組織､専門職業家組織も､研究者､専門

職業家を中心に古 くから成立していたが､専門職

業家 といった極めて限られた人にのみあてはまる

特殊な組織類型と考えられていた｡それらの組織

類型やその特性が時代の変化とともに脚光を浴び

るようになってきたのである｡

現在進行しているリス トラクチャリングとダウ

ンサイジングにおいて企業が最初に求め られるの

は､経営計画の内容､事業内容とは無関係に漠然

と優秀な人材を採用し､それを能力 ･通性 とは無

関係に量を基準に既存の組織構造に配置 し､事業

活動に取 り組んでいくといった姿勢の変更である｡

変化の激しい､将来の不透明な時代においてはこ

のような姿勢ではもはや対応できない｡このよう

な姿勢を取 り続けているといずれ需要構造の変化
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から取 り残され､縮小均衡といった負のスパイラ

ルに陥ってしまう｡現在ネガティブな人員削減を

中心としたダウンサイジングを行っている企業の

ほとんどがこの誤 りを侵している｡しかしながら､

こういった厳しい状況が続く中で企業はようや く

こういった消極的な姿勢では対応できないこと､

社会的要請､需要構造の変化に応じて必要な専門

能力を持った人を中心にフォーメーションを組ん

で積極的に対応していかなければならないことを

認識するようになって来た｡こういった状況のも

と､一般の企業も専門家を中心に事業と組織を再

編する方向性を模索 し始めたのである｡

現在､専門家を中心に編成されている組織には

専門職業家組織と革新的組織があるが､本稿では､

専門職業家組織に焦点をあてその本質を明らかに

し､企業の新しい時代への対応にひとつの方向性

を示そうとするものである｡

2.専門職業家組織の成立

専門職業家組織は､専門職業家を中心に高度な

技能を必要とする複雑な仕事を､高度に標準化さ

れた知識 ･技能を通して安定的に行う組織である｡

専門職業家的組織が成立することにより､限られ

た人しか受けることができなかった高度な専門サ

ービスを､沢山の人々が安定的に受けることがで

きるようになった｡かつては多くの専門サービス

は個人の専門職業家によって提供されていた｡体

系的知識と職業倫理を保持していた専門職業家く1)､

医者 ･弁護士 ･会計士は､個人事務所を開設し､

その知識 ･能力を最大限発揮し､依頼人に対して

質の高いサービスを提供していた｡体系的知識 ･

深い専門知識を持った専門職業家が高度な使命感

に支えられ､科学の原理にのっとり､自律的に専

門サービスに従事していたので､そのサービスの

質は､当時から極めて高いものであった｡しかし

ながら､個人を中心 とした展開のため､その提供

されるサービスの量が限られており､限られた地

域の限られた人々しかその質の高いサービスを受

けることができなかった｡

この専門職業家が経済規模の拡大､社会構造の

多様化､複雑化にあわせて､社会的使命のより良

い達成､個人目的のより良い達成を求めて､組織

を形成するようになった｡協働して仕事の効率を

あげるため､高額な設備を共同利用するため､分

野の違う専門を結合するため､より質の高い仕事

をするため､多様な専門サービスを提供するため

といった依頼人の便宜をはかるため｡また自分の

専門性を高めるため､仕事の安定化をはかるため

といった専門職業家の利益をはかるために協働す

るようになった｡これにより沢山の人が質の高い

サービスを受けることができるようになるととも

に､専門職業家の能力も著しく向上したのである｡

専門職業家は当初､設備利用､経費の共通化､情

報交換といったメリットを球めて集団化したが､

この段階では協働作業は少 く､単独で個々の目的

の実現を目指していた｡弁護士､公認会計士の共

同事務所などがこの形態である｡これが社会的要

請の高度化に伴い､特定目的を達成するために協

働する形態へと進んで行ったのである｡

組織化､共同体化には二つの形態がある｡ひと

つは､専門サービスの効率 と質の向上を求めて同

じ専門内容の専門家が組織を形成する場合である｡

もうひとつは､専門分化の進展に伴い､専門内容

が異なる専門家が組織を形成する場合である｡前

者のケースとしては日本の監査法人があげられる｡

監査法人には同じ専門内容の公認会計士が集って

連合体を形成し､監査の効率と質を高めている｡

経験 ･能力の違いに応じて仕事を分担すること､

補助者､スタッフ ･サービスを共同利用すること

により仕事の効率は高まる｡また質の高い専門家

同志の相互啓発､若手に対するOJT､審理を中心

とした仕事の相互チェックにより仕事の質も高ま

る｡昭和42年に日本に監査法人の制度が導入され

て以来26年になるが､その間監査の質は著しく向

上したのである｡米国の公認会計士の集団である

ビック･アカウンティング･ファームにおいては日

本の場合と事情は若干異なる｡監査の分野にとど

まらず､マネジメント･コンサルティング･サービ

ス､税務､人材斡旋､弁護士業務､合併 ･買収の

斡旋､保険数理士業務等多様なサービスを提供し

ており(2)後者のケースに近い形態である｡

後者のケースとしては総合病院､大学､ロー ･

ファームがあげられる｡総合病院は最も専門分化

の進んだ専門職業家的組織である｡医療の分野は､

最も専門分化が進んでおり､内科 ･精神科 ･神経

科 ･消化器科 ･循還器科･小児科･外科等19科目(3)
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が確立している｡総合病院においては､このよう

な分野として一般に確立した異なる専門内容の専

門家が集って連合体を形成し､患者の多様なニー

ズに応えるようにしている｡各分野の専門家が､

自分の専門分野の診療に専念するだけではなく手

術等のテーマごとに必要に応じて協働し､高度な

サービスを提供 している｡これにより患者はその

病気の種類､病状により複数の病院を転々とする

ことなく､一ヶ所で体系的な治療を受けることが

できるのである｡

大学においては､異なる学問分野の専門家が集

って連合体を形成している｡学生は､法学､経済

学､経営学､社会学､文学といった主要な学問分

野ごとに､体系的に高等教育を受けることができ

る｡これにより､私塾に通ったり､独学で研究す

るよりも､より効率的に知識を獲得することにな

る｡

アメリカにおける弁護士の集団､ロー ･ファー

ムにおいて同様の専門分化が見られる｡日本にお

いて民法､刑法､渉外と若干の専門分化が進んで

いるがロー ･ファームにおいては法領域ごとに､

さらに依碩人が求める業務ごとに細かく専門分野

が分れている｡それにより高度に専門化した依頼

人のニーズに応えているのである｡

現在､専門職業家の多くが､社会的使命のより

良い達成､個人目的のより良い達成を求めて､専

門職業家組織に参加し､質の高いサービスを提供

している｡

このような専門職業家組織の最も重要な特色は､

連合体を形成しても､その主役はあくまでも一定

の資格要件を備えた訓練された専門職業家という

個人であり､個人の連合体､自営業者の連合体の

ような性格を持つ点である｡専門職業家組織にお

いては､体系的知識と深い専門知識を持った専門

職業家が広範囲な責任と権限を与えられ､高い使

命感に支えられ､現場に密着し､自律的に仕事を

しているのである｡そこでは､専門職業家は､社

会的要請や依頼人のニーズに最も適切にこたえら

れるように意識を集中し努力しているのである｡

したがって､それは､トソ7〇･マネジメントの管

理や職務の体系を中心とした整合性ある組織とは

異なるのである｡

この組織を整合性あるものとしているもののひ
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とつが使命である｡組織には特定の目的 ･使命が

存在するが､専門職業家組織の使命は明確である｡

公認会計士の最も重要な使命は､財務諸表の適正

表示に対する意思表明である｡弁護士の使命は､

現行の法秩序の中で社会正義の実現をはかること

である｡教師の使命は知識の解明と新しい知識の

発見である｡これらの専門職業家の使命は､数世

紀に及ぶ個人の専門職業家の実績の積み重ねを通

して明確にされ､広 く一般に認められたものであ

る｡これらの使命は､専門サービスをより良 く達

成するために連合体が形成されても変わるもので

はない｡個人で活動しても､組織に参加 しても､

その使命に変わりはない｡個人の専門職業家の使

命が引き続き､その専門職業家組織の明確な使命

として引き継がれている｡

したがって､専門職業家組織は､明確な使命を

枠組とし､その中で自律的な活動が行われる､独

立性の高い個人の連合体であると言える｡この点､

経営管理者､中間管理職､一般職員といったレベ

ルに応えて､目的を達成するために必要な役割を

きっちりと定め､計画と統制を中心に運営されて

いる現代の企業組織とは異なるのである｡

明 確 な 使 命

(共通に認識された使命)

専門職業家

〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇〇
〇〇〇〇〇

使命を実現する個人の連合体

この専門職業家組織は､専門サービスの量と質

を高め､沢山の人に安定的に専門サービスを提供

することをねらいとしているが､それを支えてい

るのが､高度に標準化された知識 ･技能の集合と

いった側面である｡専門職業家組織には､当該組

織の外部で長い年月をかけた研究と実践を通して

作成され､時代の変化､新しい技術の開発に伴っ
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て更新されている高度に標準化された知識 ･技能

が集積 している｡専門職業家は､この高度に標準

化された知識 ･技能を状況に応じて通用し､必要

な判断を加え､自由に活動しながらその使命を安

定的に果している｡

専門職業家の素質 ･能力 ･経験には差があるが､

この高度に標準化された知識 ･技能の存在により､

依頼人は常に一定水準以上のサービスを受けるこ

とができる｡風邪をひいた患者は､どこの病院に

行っても､熟練による若干の判断の差はあるが､

風邪の基本的治療を受けることができる｡また､

中小企業の経営者はどこの会計事務所に行っても

決算手続を依頼し､税務申告書を作成してもらう

ことができる｡

構造的変化に伴い､多様化､細分化､専門化が

より一層進展し､高度な専門サービスに対する需

要がますます高まっている｡新たな専門サービス

を必要とする分野が次から次へと生まれて来てい

るのであるが､社会が進歩､発展するためには､

新たに生まれてくるこの高度な専門サービスの需

要に､過不足なく､安定的に応えていかなければ

ならないのである｡新しい社会状況が生み出す未

知の分野で､新しい概念の創造､問題の解決等の

革新を進めるには､革新的組織､ネットワーク組

織がふさわしいが､ある程度社会的要請の内容が

特定 した分野で一般に確立した高度な知識 ･技能

を安定的に通用するには専門職業家組織がふさわ

しい｡この専門職業家組織を確立することにより､

新たに生まれた専門分野で高度な専門サービスを

安定的に､大量に供給することができるのである｡

現在､専門職業家組織は専門職業家という限られ

た職業分野に見られる組織であるが､社会の高度

化に伴い､専門職業化組織､専門職業家的組織運

営は社会の様々な分野で定着していくものと予想

される｡

3.専門職業化組織の本質

1)分化 (部門化)

専門職業家組織においては､個人もしくは複数

の専門化が高度に標準化された知識 ･技能を通用

し､特定分野の依頼人の要請に自己完結的にこた

えているので､その組織構造は､高度に標準化さ

れた知識 ･技能を通用できる専門家を基本単位と

する｡病院では医師が､大学では教員が､監査法

人では公認会計士が原則的に基本単位である｡専

門職業家的組織においては､原則的に個人が組織

の基本単位であるが､複数の専門家がチームを編

成してサービスを提供する場合､このチームが基

本単位となる｡重要な手術が行われる場合､複数

の医師がチームを編成する｡延 日数 600日に及ぶ

大企業の監査が行われる場合､複数の公認会計士

がチームを編成する｡この場合､グループごとに

統合マネジャーが置かれ､基本単位の調整が行わ

れ､基本単位内の活動の統一性が保たれる.この

統合マネジャーは専任の管理者ではなく､パ- ト

タイム ･マネジャーであり､現場の作業に従事し

ながらグループ内の管理 ･調整､他のグループとの

調整を行っている｡

監査法人においては､公認会計士は同時に複数

のグループに所属し､同時並行的に業務を遂行す

る｡したがって公認会計士は複数の統合マネジャ

ーのもとで仕事をすることになる｡そして､統合

マネジャーと公認会計士との組み合わせは固定的

ではなく､依頼人の増減､依頼人のニーズの変化､

公認会計士の希望等により変わる｡また､同様に

統合マネジャーは複数のプロジェクトに同時並行

的に従事しており､その関係は多重的になってい

る｡

統合マネジャーA 統合マネジャーB

公認会計士C 公認会計士D

専門職業家的組織においては､その仕事の遂行

に必要な高度な知識 ･経験 ･適正能力を持った専

門職業家が現場に密着して独自に依頼人のニーズ

をつかみ､高度に標準化された知識 ･技能を用い､

必要な判断を加え､依頼人の満足を高めるサ-ど

スを提供するという自律性､自己完結性の高い仕

事をしている｡また他部門と調整が必要な仕事を

除き､仕事の進め方､結果の評価は依頼人から特
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図- 1 個人単位で依頼人にサービス提供する専門職業家組織

図-2 グループ単位で依簸人にサービス提供する専門聡美家組織

別のクレームがない限り､その専門職業家にまか

されてお り､上司の直接統制は限られている｡し

たがって､組織は､①組織メンバーの質が高 く良

く訓練されていればいるほど ②仕事の内容が標

準化されていればいるほど ③権限委譲が進んで

いればいるほど管理の幅は広がるという原則通り(4)

図-1､図-2のように､中間層の少い平たい構

造になるのである｡

2)権限

49

専門職業家組織は､機能的権限を中心に分権化

が高度に進んだ組織である｡伝統的組織において

は､権限の源泉を上位の職位に求め､究極的権限

はすべて トノブに集中し､権限は上位の職位から

下位の職位に与えられるものであった｡この権限

は､上司から部下-委譲され､全体 として切れ目

のないラインを形成している｡この権限の階層関

係のもとで､上位の権限を受け入れ､与えられた

範囲内で権限を行使し活動することにより､活動
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の統一性が保たれる｡

しかしながら､専門職業家組織においては状況､

は若干異なる｡上位の職位を源泉とする権限は弱

く､知識 ･経験 ･適正能力を源泉とする権限､機

能的権限が優勢となる｡この機能的権限を最初に

指摘したのがメアリー･パーカー･フォレットであ

る｡フォレットは権限について次のように述べて

いる｡『権限が知識と経験とに伴うべきであること､

そしてまた知識と経験とがラインの上部にあろう

と､下部にあろうと､それには関係なく服従はこ

の知識と経験に対して行われるべきである｡』(5)｡

すなわち､その状況について十分な知識と経験の

ある人が､職位に関係なく権限を持ち､他人に指

示を与え､問題の解決にあたることができるとい

う機能的権限の存在を明らかにしたのである｡こ

こにいう機能とは､目的を実現するために必要な

活動であり､機能的権限とは受容の源泉を､その

活動を果すのに最もふさわしい知識 ･情報 ･適正

能力に求めることである｡

事業部制組織においては､あくまでも上位の職

位を源泉とする権限が包括的に委譲される｡これ

に対して専門職業家組織においては､上位の職位

を源泉とする権限の影響力は弱く､その問題解決

に必要な知識 ･経験 ･適正能力を持っている人に､

広範な権限が自然に発生するのである｡

この機能的権限をもとに､独立性､自立性の高

い専門職業家が､使命の達成に向けて､みずから

の判断で自由に仕事を進めている｡但し専門職業

家の仕事は､無制限に自由なわけではない｡専門

職業家組織ごとに､何らかの活動の枠組が存在す

る｡基本的使命といった枠組のみならず､現在の

社会的要請により良くこたえるために明らかにさ

れた方針､依頼者のサービスの質と量に対する意

志表示である契約金額などが活動の大枠となる｡

また内部的には､他部門と資源を共有する場合､

調整活動が必要であり､そこで合意した事項も守

るべき活動の枠組となるのである｡

専門職業家組織に､あらかじめ合意された方針

があればそれに従わなければならない｡環境問題

を優先する､情報処理の技能を活用する､機器を

積極的に利用する､地域社会-のサービスを優先

するなど､その使命のより良い達成､新しい社会

的要請-弾力的にこたえるため､専門職業家の活

動を方向づける基本方針がある場合､その方針に

沿った活動が行われる｡

あらかじめ､仕事の量が金額表示できる場合は､

この金額が､仕事の大枠となる｡本人が依頼人の

状況とニーズを理解し､それを満たす専門サービ

スの内容を判断し､依頼人と合意のもとで契約金

額を決めた場合､その金筋は､自分の仕事の質と

範囲を管理する有力なよりどころとなる｡上司等

別の部門で契約金額が決まる場合､依頼人のみな

らず上司との調整も必要となる｡この場合､依頼

人の要請を満たすため無制限に依頼人にサービス

を提供することはできない｡提示された金額の枠

の中で､重要性､優先順位を考慮して提供するサ

ービスの内容を決めていかなければならない｡こ

の金額はあくまでも目安であるが､金額は､依頼

人が求めているサービスの範囲を決定する有力な

手掛か りとなる｡専門職業家は依頼人の表面的ニ

ーズ､問題の性格のみならず契約金額も参考にし

て求められている仕事の範囲と量を適切に決定す

ることができる｡金額という枠が存在することに

より､依頼人のニーズに対して真に過不足のない

サービスを提供することができるようになる｡ま

た､ある程度､プロジェクトの採算を達成するこ

とにより､仕事の効率を維持することができるの

である｡

他部門と仕事の調整をする必要がある場合､他

部門との合意事項が仕事を進めるにあたっての枠

組となる｡専門職業家の活動は原則的に自由であ

るが､共有資源を利用する場合は､全 く自由に好

きな時に好きなだけ利用できるわけではなく､い

つ､どれだけ利用するかについて他部門との調整

が必要である｡サービス ･スタッフを利用する場

合､専門職業家の間で協議するとともに管理機構

の管理者とも協議することが必要である｡ここで

得られた合意事項にもとづき､サービス ･スタッ

フを利用する量と時期が決定される｡専門職業家

はサービス ･スタッフを好きな時に､好きなだけ

自由に使えるわけではない｡また複数の専門職業

家がチームを編成して仕事を進める場合､構成メ

ンバーを全 く自由に決定できるわけではない｡統

合マネジャー､管理者が集まり､どの専門職業家

がどのプロジェクトに従事するか､日数と日程が

協議される｡専門職業家組織においては､本人の
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希望が強く反映されるが原則的にこの協議により､

専門職業家が従事するプロジェクトと日数が決ま

る｡その合意事項をもとに､どのプロジェクトが

誰によって､いつから､何 日かけて実施されると

いう大枠が決定されることになる｡

このように､大枠が存在し､若干の調整は必要

であるが､それ以外については､機能的権限をも

とに､基本的にみずからの判断で自由に仕事を進

めることができる｡これにより依頼人に対して､

最もふさわしい専門サービスを提供することがで

きるのである｡

専門職業家の自由裁量が最も発揮できる分野が､

具体的仕事の方法とスケジュールの決定である｡

一般の企業組織においては仕事の計画は上位の部

門で作成され､現場はそれに従って仕事を進めるo

また､仕事がうまくいっているかどうかの統制を

受ける｡これに対して専門職業家組織においては､

仕事の方法､仕事の手順とスケジュールは専門職

業家自身が自由に決定する｡依頼人の満足を高め

るように､高度に標準化された知識 ･技能の適用

の範囲と手順が決められる｡また､仕事の効率 と

質が維持されるように現実の作業の内容が決めら

れる｡この専門職業家自身が作成した計画にもと

づき進度管理を行っている｡現実の作業をまとめ

たり､みずから仕事の進み具合をチェックし､必

要な調整活動を行っている｡また､通常上司が行

う統制活動も専門職業家自身が行っていや.仕事

の結果を検討し､問題点を明らかにし､原因を追

求し､対応策をたて次の仕事をより良 くするため

に生かすという一連の統制活動が､上司から指示

されるのではなく､仕事に携わっている専門職業

家によって自発的に行われる｡このような形で､

現場作業における計画から統制という一連のマネ

ジメント･サイクルは､機能的権限にもとづき､

現場の仕事に携わっている専門職業家の手の内で､

自己完結的に行われることになる｡

機能的権限行使の最高の形態が､自分の活動分

野を自分で決定することである｡専門職業家組織

においては､専門職業家が知識 ･経験 ･適正能力

にもとづき自分が活動する分野を自由に決定する

権限が存在している｡専門職業家は､原則的に､

自分の知識 ･経験 ･適正能力にもとづき､どのよ

うな分野でどのようなサービスを提供するか､ど
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のような特定サービスを誰に対して提供するか決

定できる｡この専門職業家の活動分野の選択が､

本人の知識 ･経験 ･適正能力と実績にもとづいて

いる限り､その選択について仲間から異議が出る

可能性はほとんどない｡

会計事務所においては､監査に従事するか､経

営管理のコンサルティングに従事するか､情報シ

ステムのコンサルティングに従事するか､教育に

従事するか､税理士業務に従事するか､国際税務

に従事するか.また､どこでどのようなサービス

を提供するかは､特別な場合を除き､知識･経験･

適正能力に応じて自由に決定できる｡大学におい

ては､どの科目をどのように教えるか､何をどの

ように調査研究するかは研究業績､過去の実績､

経験等により原則的に教員が自由に決定できる｡

この決定が､研究業績､過去の実績､経験と照ら

し合わせて妥当である場合､自然に同僚の認可が

得られることになる｡大学においては､この決定

により､学部､学科によって明らかにされた製品

一市場分野の範囲内で､個々の部門別事業戦略の

内容が具体化されていくのである｡

このような機能的権限にもとづいて活動するこ

とにより､依碩人の満足を最大にすることができ

る｡依税人のニーズをどうとらえるかが専門職業

家の仕事の結果を左右するが､機能的権限にもと

づ く独立性､自律性のゆえ､専門職業家は上司よ

りも依頼人に目を向け､常に依頼人に密着 し依頼

人のニーズを正しくとらえることができる｡

またみずから選択した自分の通性にあった分野

であるので仕事に対する熱意､依頼人に対するサ

ービス精神は高 く､常に依板人に密着し､最高の

注意力を発揮して仕事をしている｡したがって専

門職業家組織においては組織の論理ではなく､依

頼人のニーズにもとづき､提供される専門サービ

スの質､提供される専門サービスの範囲を適切に

決定することができる｡戦略情報システムの作成

を依頼された場合､理想的なシステムを提供する

のではなく､複雑なシステムが必要か､簡易なシ

ステムで足りるか､依頼人の状況に応じて判断し､

必要にして十分なシステムを提供している｡高度

な専門サービスは高価であるので､そのサービス

を過不足なく提供することも依頼人の満足を高め

る重要な要素であるが､この判断は問題解決に必
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要な権限を有し､現場に密着している独立性､自

律性の高い専門職業家によってはじめてなされる

のである｡

3)専門職業家の仕事を支援する管理機構の存在

専門職業家組織においては､専門職業家の連合

体 とは別に､専門職業家の仕事を側面から支援す

る専門職業家以外の職員から構成される管理機構

が存在する｡

管理機構は専門職業家組織の目的活動の前面に

立つことはなく､専門職業家の仕事を補佐したり､

組織運営上､日常的に発生する業務を分担するこ

とにもっぱらその力が向けられる｡専門職業家の

コストは一般的に高いので､専門職業家以外のス

タッフが専門職業家ではなくてもできる仕事､専

門職業家の仕事の補佐や 日常的な管理業務に携わ

っている｡

財務 ･経理 ･庶務 ･清掃 ･警備 ･食堂 ･設備管

理 ･会館運営 ･広報 ･出版 ･人事 ･研修 ･図書館

の管理 ･コンピューターの管理等の日常的な管理

業務は管理機構が分担する｡また､資料の整理､

記録 ･集計 ･分類 ･実験の補助等の専門職業家の

活動の効率をあげるための補助活動 も管理機構に

よって行われている｡これらの分野における管理

的意思決定､業務執行は原則的にすべて管理機構

にゆだねられることになる｡これにより､組織は

目的の実現に向けて希少資源を有効に活用するこ

とができるのである｡

専門職業家組織の管理機構の業務の大きな特色

は､計画 と統制 という業務の重要性が低いという

点である｡専門職業家は顧客のニーズに合わせ､

みずからの仕事を計画化し､進度管理を行い､結果

の評価をしているのである｡外部の計画を受け入

れたり､外部の指示を受けたり､外部から進度のチ

ェックを受けることはない｡したがって､専門職業

家組織の管理機構には専門職業家の仕事を計画し

たり､統制 したりする機能はほとんど存在しない｡

管理機構が存在することにより専門職業家は､

管理業務から解放され､本来の目的活動に専念で

きるようになるが､専門職業家は､管理業務をす

べて管理機構にゆだねてしまうわけではない｡広

報､人事(採用 ･昇進)､研修､予算といった専門

職業家の利害に関する管理業務については､管理

機構が資料の収集 ･整理､業務の執行を行 うが､

その内客の審議 ･決定は､専門職業家を中心に編

成された委員会で集合的になされる｡専門職業家

もしくは職員の採用は､本人の仕事の質と効率､

目的活動のより良い達成､全体の運営､組織の採

算性､組織内競争等様々な利害が複雑にからみ合

っている｡教育の内容についても､個々の専門家

の専門分野､能力､経験､興味によって異なる｡

したがってこれらの分野においては専門職業家を

中心 とした十分な審議が必要なのである｡

また､専門職業家の利害に直接影響のない管理

業務についても､専門職業家と事務職員からなる

委員会が設置され､管理業務への専門職業家の意

向の反映､全体業務 との調整が行われる｡これら

の委員会活動を通して､専門職業家の意識から遠

ざかってしまいがちな個々の管理業務-の興味を

維持し､理解を深めることもできるのである｡

この管理機構では､個々の事務職員の役割､な

すべき仕事は明確である｡組織を維持するために

どのような管理業務を行 うべきであるか､専門職

業家の仕事の質を高め効率 をあげるためにどのよ

うな支援活動を行 うべきかであるかといった内容

のもので､活動内容 と求められる成果は特定して

いる｡長い歴史の積み重ねの中でそれぞれの専門

職業家組織における管理業務 も能率の観点から分

業化 し専門分化している｡したがって､管理機構

に最 もふさわしい組織構造は､業務活動ごとに仕

事を分類しまとめた機能部門別組織構造である｡

この管理機構においては高度な判断を馬区使した

質の高い仕事をするよりも､一定の水準の仕事を

安定的に処理することが求められる｡安定したコ

ンピュータ ･サービスの提供､必要な資料のタイ

ムリーな提供､設備の維持､安全管理などのサー

ビスが日々求められる｡このような業務を安定的

に行うには､仕事の内容､手順の相当部分をあら

かじめ標準化してお くことが必要である｡仕事の

内容を分析 し､関連する仕事を分類し､仕事のつ

なが りを明らかにし､システム化を進め､規則を

制定し､マニュアルを整備することである｡また､

類似の仕事 を大量に処理するには､上からの計画､

指示により活動の統一性を保つことも必要である｡

標準化が進んだ仕事を上位の権限を源泉とした明

確な責任と権限の体系のもとで実施することによ

り､仕事の効率はより一層高まるのである.したが
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って､管理機構には､上位に権限が集中した中央

集権的組織が好ましい｡

このような業務の本質から管理機構においては､

図-3のような､経営管理者-事務局長一部長一

課長-一般職員といったオーソドックスな一元的

な流れが形成され､中央集権的機能部門別組織が

形成される｡

このように専門職業家的組織には､2つの性格

の異なる組織構造が並存している｡専門職業家は､

個人もしくは複数の専門職業家を基本単位に連合

体を形成し､自律的に目的活動を遂行 している｡

これに対 して事務職員は､伝統的な組織構造､中

央集権的機能部門別組織構造に所属 し､管理業務

区l-4
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と支援活動を行っている｡したがって専門職業家

組織は､図-4にみられるように､自律性ある個

人の連合体 と中央集権的機能部門別組織の複合体

となる｡

4)高度に標準化された知識 ･技能

専門職業家組織は､高度に技術的な仕事を安定

的に遂行するが､その擬動力となっているのが高

度に標準化された知識 ･技能である｡一般的に高

度なサービスは､素質のある人が努力し､知識を

増やし､技能を磨 くことにより提供される｡した

がって､サービスの質は個人の能力に依存し､誰

に頼むかによって結果は著しく異なる｡デザイン･

映像の制作 ･演劇 ･設計 ･-イテクの研究などの

済 . . .･. .･･.': .･. .･. .



54 長野大学紀要 第15巻第 1号 1993

分野ではこの傾向が強 く､依頼者は求める質のサ

ービスが得られるかどうか常に不安定な状況に置

かれているのである｡これに対して専門職業家組

織からは高度な専門サービスを安定的に受けるこ

とができる｡これを支えているのが高度に標準化

された知識 ･技能である｡専門職業家の用いる知

識 ･技能は高度であるが､それらの多くは一般の

イメージに反してかな り標準化されている｡専門

職業家が社会のニーズに合わせて質の高い専門サ

ービスを沢山の依頼者に提供し､社会の期待に応

えてきたという長い実践の歴史の中で必要な知識

概念､技能を整備し､広 く一般に認められた知識 ･

技能 として確立して来たのである｡専門職業家は､

専門職業家の団体､大学の研究室､共同作業､現

場訓練を通して､それぞれの知識 ･経験を持ち寄

り､高度な知識の共通部分を明らかにし､知識を

整理するとともに新たな知識 ･技能を開発し､知

識 ･技能の体系の整備に努めて来たO

現在､この高度に標準化された知識 ･技能の基

礎的部分の教育は大学及び大学院で行われている｡

専門職業家と大学の協同作業の結果､専門職業で

用いられる知識は大学の学問分野としても確立し

ており､その基礎知識の多くは大学で習得できる｡

それぞれの専門職業で必要な医学､法学､会計学､

経営学などは広 く大学教育に取 り入れられている｡

専門職業家を目指す人は､まず大学でその専門職

に参加するにあたり必要な基礎的な知識概念､基

礎的な技能を学ぶことができる｡そして大学で基

礎知識を身につけ､一定の資格試験を通った人が､

専門職業家の団体が提供する継続職業教育､現場

教育を受け､専門職業家 として必要な高度に標準

化された知識 ･技能を身につけていくことになる｡

公認会計士が監査を進めるにあたり必要な基礎

的な知識 ･技能は監査論､会計学､商法､証券取

引法､経営学といった広 く一般に認められた学問

分野として確立している｡また､実践上の知識 ･

技能は､監査論､会計学､商法､情報科学等を基

礎に､監査手続､監査実施マニュアル､取 り扱い

要領として標準化されている｡これらの監査手続

等は､公認会計士事務所､大学､公認会計士協会

の研究と実践の積み重ねのもとに作成されたもの

で､実践の手引きとして公認会計士のあいだであ

まねく用いられている｡

これらの高度に標準化された知識 ･技能は一定

の資格要件のもとで訓練を受けた公認会計士であ

れば誰でも適用できるものであり､これらを状況

に応じて選択通用し､定められた日数内で監査業

務を行い､新しい事実に判断を加え､生産物F=る

監査報告書を安定的に作成しているのである｡

公認会計士の知識 ･技能の分野においてはさら

に､標準化が困難であると思われていたマネジメ

ント･コンサルティングの分野の知識 ･技能の標

準化も進んでいる｡1976年､AICPAからMASBO

RKが発表され､公認会計士のマネジメント コン

サルティングに用いられる知識概念一覧表が明ら

かにされた(6)O一般的知識､組織機能と技術分野

の知識､産業とパブリック･セクターの知識とい

った大分類のもとに､詳細な知識の内容が明らか

になった｡それ以降AICPA を中心に研究が進み､

標準化が困難であった公認会計士のマネジメント

コンサルティングの高度な知識 ･技能の相当部分

が広 く一般に認められた知識概念として確立し､

沢山の人が体系的に習得することができるように

なった｡

大学においても､その学者の専門分野の知識概

念と理論は標準化している｡それぞれの学問分野

ごとに､沢山の学者の事実の観察 ･経験 ･思考 ･

議論を通してまとめられた､一般に認められた確

立した理論がある｡経営計画の立案､予算管理､

原価計算といったテーマごとにすべての学者に共

通に認識された理論が存在する｡学者は､この高

度に標準化された知識概念と理論をもとに､それ

に自分の解釈を加え､教育 ･研究 といった高度に

知的な仕事を安定的､継続的に行っている｡

こ.の高度に標準化された知識 ･技能を共通の基

本ベースにして､体系的知識と職業倫理を備えた

専門職業家は､直面する部分環境に対して高度な

判断を行い､基本的使命を安定的に果しているの

である｡

4.専門職業家組織における統合

伝統的な企業組織においては､ トップを中心と

した権限の階層構造が確立してお り､この階層構

造を通して活動の統一性が維持されるO下位者が

権限の階層関係のもとで上位の権限を受け入れ､

与えられた範囲内で権限を行使することにより､
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指示･命令 と報告の一元的流れが形成され､秩序だ

った活動が可能 となる｡また権限の階層化と併せ

て､伝統的な企業組織においては､仕事の内容の

明確化と作業手順 ･作業方法の標準化と規則化が

進んでいる｡歴史のある企業では職務明細書､作

業マニュアル等が幅広 く整備されている｡従業員

がこれらの標準化された作業手順 ･作業方法に従

うことにより活動の統一性はより一層高まるので

ある｡ トノブはこのような状況の中で､売上､利

益､利益率といった業績管理会計から得られた標

準化されたアウ トプットを駆使し､直接統制を行

い､目的活動の統一性を確保し､全体の業績を達

成している｡

しかしながら､専門職業家組織においては､こ

のような直接統制を中心に活動の統一性を求める

ことは困杜である｡前述の通 り､専門職業家組織

においては､上位の職位を源泉とする権限は弱 く､

知識 ･経験 ･適正能力を源泉とする機能的権限が

優勢である｡権限は､それぞれ問題解決に必要な

知識 ･経験 ･適正能力のある人に帰属し､組織全

体に幅広 く分散し､それをたばねる力は弱い｡専

門職業家は､この機能的権限にもとづき､仕事の

分野､サービスの質､仕事の方法 ･手順を自分の

考えで自由に決定し､仕事を進めている｡上位の

職位の人間といえども､その権限を侵すことはで

きない｡したがって､経営管理者が､中央集権的

権限を行使し､専門職業家の活動を直接統制する

ことは本質的に困艶である｡

専門職業家組織においては､指示 ･命令のみな

らず報告の一元的な流れも形成されていないので､

現場情報 ･部分環境に関する情報が トン70に集っ

てこない｡現場情報 ･部分環境に関する情報は､

知識 ･経験 ･適正能力のある人に直接的に集って

くることになる｡支援スタッフを通して収集 ･分

類された情報も､知識 ･経験 ･適正能力のある人

に直接提供される｡問題解決に必要な情報はほと

んど現場に集中することになる｡ トノブには仕事

を指示 したり､仕事を評価 したり､仕事を調整す

るために必要な情報はほとんど集まらない｡した

がって､現場情報が不足しているという面からも

トノブは直接統制を行うことが困難なのである｡

この他､伝統的な企業組織では標準化された成

果を測定 し､業績を評価し､それをよりどころに
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統制活動を行っている｡しか しながら専門職業家

組織においては､伝統的な企業組織のように､直

接統制を支える売上 ･利益 ･利益率 ･原価率 ･生

産量 ･歩留 り･作業時間といった結果を特定した

標準化されたアウト･プットを見出すことが困難

である｡

医者は患者の治療を行うが､その成果は何人治

療 して､何人完治したかという数字で評価するこ

とはできない｡1日何人治療するか､その結果何

人完治したかは､患者の個々の病状､個人の生命

力に依存しており､数字により客観的に把握する

ことはできないのが普通である｡

公認会計士の仕事 も､短文式報告書を何通作成

したかによって単純に評価することはできない｡

監査報告書を作成するには､複数の公認会計士が

延べ 日数300日以上かけて､知識 ･経験 ･適正能力

を駆使 して､高度な判断を積み重ねた結果であり､

短文式報告書には､財務諸表の適正表示に対する

最終意見が記載されているに過ぎない｡

また学者の研究業績､学生の教育 も論文の数､

教えた学生の数で評価することはできない｡あな

たは 1年間に論文を何本書きなさい､学生を何人

教えなさいといって統制を行おうとしても何ら好

ましい結果を生むものではない｡また論文の内容

に踏み込んで評価しようとしても､それぞれの学

問分野別に異なる高度に標準化された知識 ･技能

にもとづいて研究活動が行われているので､多大

な困難を伴 う作業である｡

このように専門職業家の仕事の成果を､標準化

されたアウ ト･プットで把握することは困難であ

る｡数値によって把握された結果は､専門職業家

の活動の本質とは関係しないことが多い｡

専門職業家の仕事は複雑であり､高度な知識 ･

技能を複雑な状況に通用し､ぎりぎりの判断を行

使することによりなされるものである｡専門職業

家が最高に機能する部分はまさに各種能力が総合

化されたものであり､その成果は定量的なものか

ら定性的なものまで多岐にわたるものである｡そ

の仕事 を少数の客観化された基準で表現すること

はできない｡したがって数字等の標準化されたア

ウト･プットにより､専門職業化の活動を直接統制

することはできないのである｡

現代の企業では トソプの直接統制 と併せて参加
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による統合が行われている｡参加 とは､従業員が

決定できる分野を確保すること､知識 ･経験 ･適

正能力に応じて上位の決定に加わること､状況の

理解 ･問題点の把握 ･問題の解決 ･成果の把握に

必要な知識 ･情報が必要に応じて入手できること､

相互理解を深める機会を確保することである｡戦

略経営の体系の整備されている企業においては､

この参加 を通して､自分の仕事 と､目的を実現す

るための実行手段である部門別戦略､さらに全体

の経営戦略の階層との関係､目的との関連を理解

するようになる｡また､自分の仕事 と関連してい

る部門環境の理解のみならず全体環境の理解も深

まる｡これにより､個々の活動が経営理念､経営

方針､目標､経営戦略､部門別戦略を中心とした

論理的な活動の体系に組み込まれ､自然に統合､

活動の統一性をもたらす好ましい協働状態(7)-向

ってい くことになる｡

専門職業家組織においても高度な参加が行われ

ている｡第1に､知識 ･経験 ･適正能力に応じて

問題解決に必要な権限､機能的権限が幅広 く与え

られている｡この機能的権限にもとづき､専門職

業家は､依頼人の満足を最大にするように､提供さ

れる専門サービスの質と提供される専門サービス

の範囲を自由に決定している｡また､具体的な仕

事の方法､手順､スケジュールについても上から

の指示はほとんどなく､専門職業家自身が作成し､

活動の効率 と質を維持している｡第2に､専門職

業家はどの分野でどのような専門サービスを誰に

対して提供するか といった自分の仕事の分野を自

分で決定している｡これは参加の最高の形態であ

る｡企業組織においては､このどの仕事に従事す

るかは､本人の希望を尊重してはいるが､その決

定権の多くは トノブに留保されている｡人事は ト

ップの統制力の有力な要素 となっている｡この組

織運営上最 も重要な要素であるどの仕事に従事す

るかという基本的決定権の相当部分が､専門職業

家組織においては､専門職業家の手の内にある｡

自分の専門能力 ･経験 ･通性 ･関心をもとに､み

ずから従事する仕事を決定している｡また､決定

に対して大きな影響力を発揮している｡第3に問

題解決に必要な知識 ･情報は､その情報を必要 と

する人に直接与えられている｡伝統的な企業組織

では､情報は トノブに-担集められ､ トン70から

必要な部門へ提供されている｡これに対して専門

職業家組織においては､現場情報､部門環境に対

する情報は､その情報を必要としている人に､問

題解決に取 り組んでいる人に直接与えられている｡

このように専門職業家組織において､原則的に

高度な参加が幅広 く行われている｡しかしながら

一般の企業 と異なり､専門職業家組織においては

参加は必ずしも統合へは向かわないことが多い｡

参加が統合につながるには､戦略経営の体系の存

在が必要である｡参加を通して､自分の仕事 と全体

の仕事 との関連性､自分の仕事と他部門の仕事 と

の関連性が明らかになり､少しずつ戦略経営の体

系の理解が深まり､個々の活動が統一性のある論

理的活動の体系に組み込まれてい くのである｡し

かしながら専門職業家組織においては､このよう

な論理的な戦略経営の体系はあまり整備されてい

ない｡専門職業家組織においては､大枠 としての

基本的使命は存在するが､その基本的使命をより

詳細に展開した方針､目的を達成するために何を

なすべきかを明らかにした全体戦略､各部門ごと

に具体的に何 をなすべきかを明らかにした部門別

実行戦略などほとんど存在していない｡また､作

成していてもそれらはきわめて断片的なものであ

り相互に密接に開通した論理的なシステムを形作

ってはいないのが､現状である｡ したがって現在

の仕組みの もとではどんなに参加の質を高めても､

それは全体の活動の統一性をもたらす好ましい協

働状態へ は向かわないのである｡

現在､専門職業家には､広範な権限と十分な現

場情報 ･部分環境に関する情報が与えられている｡

それにもとづき専門職業家は､依頼人のニーズに

最 も適切にこたえるように､現場に密着し､自己

完結的に仕事をしている｡専門職業家の自己完結

性は高いので､全体を意識しなくても､他部門で

どのような仕事が行われているかを意識しなくて

も､依頼人にさえ目を向けていれば基本的使命を

十分果すことができるのである｡自分の仕事､部

の仕事に埋没しても､何ら問題は発生 しない｡し

たがって､専門職業家の意識は部分環境に集中し､

全体環境の理解へ向かうことはほとんどない｡こ

の面からも､個々の専門職業家の活動を全体状況

を中心に統一性あるものにすることは困難である｡

同様に､専門職業家の意識は､全体環境のみな
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らず他部門の仕事の理解に進むこともまれである｡

仕事の自己完結性が高いので､他部門の協力をあ

おいだり､他部門の仕事の補助をすることは少い｡

また､資源配分等で他部門と調整が必要な事態 も

限られている｡本質的に専門職業家同志で相互理

解を進める機会は大変少いのである｡したがって

意識の面でも､全員が一体感を持って協働してい

く状況を作ることは困難である｡

それでは専門職業家組織においては､どのよう

にして活動の統一性を保っているのであろうか｡

前述の通 り､専門職業家組織には明確な基本的使

命が存在し､個々の専門職業家が最終的に果すべ

き使命を明らかにしている｡専門職業家は､この

基本的使命の実現を目指して､知識 ･経験 ･適正

能力を駆使して､自律的に活動している｡専門職

業家は､自由に活動 しているが個々の活動は､最

終的には､この大枠､基本的使命の実現に集約さ

れる｡したがって専門職業家の活動は､最終的に

何を目指すかという点ではひとつの方向にしぼら

れることになる｡

しかしながらどの分野で､誰に対 して､どのよ

うな専門サービスを提供するかといった具体的な

活動内容の決定は自由である｡部門別実行戟略に

あたる部門は上司や他部門を意識せずに決定する

ことができる｡基本的使命は､大枠としては機能

するが個々の具体的活動を統一性あるものとする

よりどころとしては機能しないのである｡

専門職業家組織において､個々の具体的な活動

の整合性を維持するよりどころとなるのは高度に

標準化された知識 ･技能である｡専門職業家は高

度に標準化された知識 ･技能を状況に応じて通用

し､そこに高度な判断を加えて､その役割を果し

ている｡高度な判断の部分は専門職業家の能力 ･

経験 ･個性によって異なるが､仕事の進め方､問

題点の発見､対応策の作成等の基礎的作業には類

似性が見られる｡作業という観点からは標準化さ

れた知識 ･技能をほぼ同一の方法で適用しているo

同一条件のもとでは､誰がやっても､基礎的部分

については､それほど差がない｡課題ごとに､ど

の程度の範囲の知識 ･技能を用いるか､どの程度

の質まで追求するか､どのような手順でその知識･

技能を用いるかについてはほとんど同じである｡

したがって各自の判断で勝手に行われているよう
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に見える専門職業家の活動 も､高度な知識 ･技能

の適用を中心に､ひとつの秩序を形成している｡

監査法人においては監査論､会計学､監査手続､

監査マニュアルを通して､基本的部分ではほとん

ど同 じ内容と質の仕事が繰 り返されている｡それ

により､監査法人としての活動の整合性 と仕事の

質が維持されている｡大学においては､各教員が､

その学問分野で､大学教育としてふさわしいレベ

ルであると認識された､高度に標準化された知識

を適用することにより､大学全体としての整合性

と教育 ･研究の質が保たれる｡

この他､一般の企業組織 と同じように長い歴史

を積み重ねた組織においては､仕事の進め方､守

るべ き仕事の質について成文化されてはいないが

若干の合意事項が自然に成立している｡ 自由に､

好き勝手に行動 しているようであるが 1年間どれ

だけの量の仕事をこなすか､何時間働 くか､どの

程度の集中力を発揮するか､最終的に達成すべき

仕事の質については仲間との間で了解された水準

があり､特別な強制がなくても守られている｡ま

た､昇進の基準､報酬の体系についても形式的な

基準に表現されない部分で､何らかの合意事項が

成立している｡歴史の古い専門職業家組織におい

ては上位からの統制､明文化された規則がなくて

も常識的な行動､選択が行われている｡本来それ

らの内容については厳密に追求すべきであるが､

それらの内容が具体的に明文化されていなくても､

慣習や合意事項は沢山の人々から支持され守られ

ている｡

このように､専門職業家組織においては､一般

企業に見られるような直接統制による強力な活動

の統一性や論理的システムを通した自律的な統合

は困難であるが､基本的使命､高度に標準化され

た知識 ･技能 ･慣習を通して形成された合意事項

を中心にゆるやかな統合状態が存在しているので

ある｡

5.専門職業家組織における経営管理者

専門職業家組織においては､専門職業家の中か

ら昇進した人､もしくは選ばれた人が経営管理者

となるのが一般的である｡経営の専門家等､専門

職業家以外の人が招かれて経営管理者になること

はまれである｡専門職業家の中から民主的手続を
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経て経営管理者が選ばれる｡日本の監査法人､米

国公認会計士事務所､ロー ･ファームのように､

パー トナーシップもしくはパー トナーシップに準

じた形で運営されている専門職業家組織において

は､パー トの中から経営執行社員が選任され､最

高責任者は経営執行社員の互選で選任される｡大

学の学長､学部長は教授 もしくは教員全員の投票

で選任される｡最高責任者のポストが競争的でな

ければこのようにして選ばれた最高責任者は､う

まく仕事を進め専門職業家の利益をそこなわない

限り再選され比較的長期間そのポストにつ くこと

になる｡

専門職業家組織の最高責任者には､管理的な仕

事に対して労をいとわない人もしくは専門性が高

く専門家から尊敬される人が選ばれる傾向がある｡

必ずしも経営管理者 としての能力を備えている人

が選ばれるわけではない｡将来を洞察する力があ

るか､全体状況をバランスよく理解する力がある

か､人々を動機づけるリーダーシップがあるかと

いった経営管理者に必要な能力基準によって選ば

れているわけではない｡その専門職業の遂行にお

いては､知識 ･経験 ･適正能力が強く求められる

が､専門職業家組織の経営管理においては､経営

管理に関する知識 ･経験 ･適正能力は問われるこ

とは少い｡それだけ､一般企業とくらべて専門職

業家の経営管理に対する意識は相対的に低いので

あるO

専門職業家組織においては､業務執行の最高責

任者として専務社員､CEO､病院長､学長 ･学部

長､理事長などが選任され､専門職業家組織の専

門サービス提供に関する業務執行を行 うとともに

監査法人

管理機構の業務を統括している｡一般の専門職業

家組織においては専門職業家の最高責任者が専門

サービスの提供と管理機構の双方を統括し､業務

執行を行っているが､大学においては事情が若干

異なる｡理事長が経営を担当し､管理機構を統括

し､学長が教育 ･研究を統括し､経営管理の機構

の トノブと教育 ･研究の機構の トノブが分れてい

る｡この大学における経営の最高責任者には､外部

から専門職業家以外の人材が選ばれることが多い｡

この最高責任者を中心に若干の経営管理者が ト

ップ ･マネジメントを形成している｡総合病院に

おいては病院長､各専門部長が､監査法人におい

ては専務社月､常務社員(本部長)､経営執行社員

が､米国公認会計士事務所においてはCEO､EO

が､大学においては､管理機構では理事長 ･専務

理事 ･担当常務理事が､教育 ･研究の分野では学

長 ･学部長が トン7〇･マネジメントを形成するこ

とになる｡

これらの業務執行の最高責任者を中心 とした ト

ップ ･マネジメントに業務執行の権限がすべて集

中するわけではない｡実質的に経営管理に従事し

ている複数の専門職業家による審議機関が存在し､

その審議機関の審議､決定にもとづき､業務執行

を行っている｡監査法人においては理事社員会の

審議 ･決定事項にもとづき､専務社員が本部長､

事務局長とともに業務執行を行っている｡米国公

認会計士事務所では､内容に応 じて評議員会､経

営委員会の審議 ･決定事項にもとづきCEOがEO､

FEOとともに業務執行を行っている｡大学におい

ては､経営管理に関する事項は理事会の決議のも

とに理事長 ･専務理事 ･常務理事が業務執行を行

米国公認会計士事務所
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い
､
教育･研究に関する事項は､
教授会の決議の

もと学長･学部長が統括している｡

一般的に､
専門職業家組織においては
､
次のよ

うな内容の事項については審議機関の審議･決定

が必要であり
､
トyプ･マネジメントはその決定

に従っ｢て業務を執行している｡
(1)全体の事業計画と予算

(2)委員会の設置及び改廃に関する事項

(3)委員及び委員長並びに副委員長の任免に関す

る事項

(4)重要な人事

(5)教育

(6)重要な契約

(7)重要な財産の購入と処分

(8)重要な借入
(9)決算の確定

(10)利益の分配

全体の事業計画と予算
､
重要な人事
､
教育につ

いては
､
審議機関で審議する前に
､
委員会で十分

な検討が行われ
､
ほぼ案が確定した段階で審議機

関に提出されるのが一般的である｡
上記決定事項のうち委員会の設置･改廃､
委員

及び委月長並びに副委員長の決定に関する事項は

重要である
｡
どの事項を取り扱う委員会を設置す

るかを決めることにより
､
仲間の専門職業家の意

見を取り入れる分野を限定することができる
｡
ま

た
､
委員･委員長･副委員長の人選によっては､
その協議内容に影響を与えることができる｡
委員

会及び委員に関する事項を操作することにより
､
トノブ･マネジメントの意向に沿った運営をする

ことができる
｡
専門職業家の利害が関連し広く専
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門職業家の意向を反映しなければならない｡全体

の事業計画 ･予算編成を中心 とした重要な業務的

意思志決定､専門職業家の雇用と昇進､教育の内

容､部門の改廃 といった管理的意思決定が トップ･

マネジメント中心に独断的に行われる可能性があ

る｡特に トップ ･マネジメントと審議機関が一体

化している場合､その危険性が高い｡

専門職業家組織においては経営管理者に､業務

的意思決定をはじめとして業務執行に関する権限

は幅広 く与えられるが､それ以外の権限について

は誰にその権限が与えられているか明確にされて

いない｡理念 ･方針の変更､長期目標の決定､長

期計画の立案 ･決定､専門職業家の仕事の分野の

変更を伴う事業戦略の立案 ･決定､組織構造の変

更､要員計画 と投資計画を中心とした構造計画と

いった､一般の企業組織では トノ70･マネジメン

トの重要な権限である戦略対応に関する権限がど

こに所属するか明確に定められていない｡これは､

専門職業家組織が安定的環境を前提 としており大

きな変化への対応を考えていないということと､

戟略的変化は専門職業家の担当分野､待遇等とい

った重要な利害に影響を与えることになるためで

ある｡したがって､このような権限を経営管理者

が安易に行使しないように､そのような権限があ

るともないとも定めていないのである｡

6.専門職業家組織における戦略対応

一般の企業組織においては､中央集権的機能部

門別組織であろうと､分権化が進んだ事業部制組

織や小規模事業単位であろうとトノブ ･マネジメ

ントを中心に戦略立案が行われている｡ トップ ･
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マネジメントを中心に､環境変化と競争企業の動

向が分析され､常に経営理念､経営方針､目標の

確認と調整が行われ､各種事業戦略 と実行戦略が

立案され､構造計画が決定される｡具体的な実行

計画はこの論理的体系にもとづいてい作成され､

組織全体で体系的に実践されている｡

これに対して専門職業家組織においては､ トッ

プ ･マネジメントが作成した戦略を体系的に実践

していくという形態はほとんど見られない｡専門

職業家組織においては､製品一市場分野の内容及

び個々の実行計画の決定は､専門職業家がその有

する知識 ･経験 ･適正能力を駆使して､直面する

環境に応じて､自律的に行っている｡その決定に

は､ トン7〇･マネジメントはほとんど介入してい

ない｡専門職業家組織では､既定の枠組の中で､

部門環矧 こ応じて自分自身で作成した部門戦略を

実践していくといった性格が強 く､ トップを中心

に戦略を体系的に実践していくとか､全体環境の

変化や全体の方針の変化に応じてその活動を調整

していくという性格は弱いのである｡

1)部門環境への戟略対応

専門職業家はどのような分野でどのようなサー

ビスを提供するかを自由に決定できる｡専門職業

家は､どの分野に従事 しどのような内容のサービ

スを提供することによりその基本的使命を果たす

のかを原則的に自分自身で選択 ･決定できる｡ま

た､それをどのような方法 ･手順で仕事を進め果

していくのか自由に決定している｡専門職業家は

みずから選択した分野で､持っている知識･経験･

適正能力をすべて動員して､依頼人の満足を高め

るために全力をつ くしているのである｡

この専門職業家が従事 している分野は､知識 ･

経験 ･適正能力が最大限発揮できるように本人が

選んだものなので､その分野の問題解決に必要な

十分な知識を持っている｡そこで通用される専門

知識のみならず､部門環境を理解するのに必要な

個有の知識､部門環境に影響を与える変数､依頼

人の特性についての豊富な知識である｡また､自

分の専門能力が生かせるとともに自分が最もや り

たい分野の仕事を自分で選んでいるので仕事に対

する熱意 も集中力もあり､注意力､観察力､分析

力も高い｡したがって､部門環境の変化を正 しく

認識し､部門環境の中で何が起っているか､どん

な状況変化があるか､どんな新たな知識が求めら

れているか､どんな新たな知識が開発されている

か､依頼人のニーズがどのように変わっているか､

外部のライバルがいればライバルはどのような行

動を取ろうとしているかを正 しく理解することが

できる｡

このような部門環矧 こ対する深い理解を前提に､

専門職業家は部門環境の変化に応 じてその活動内

容を変え､弾力的に対応している｡新しい状況の

発生に対 しては､新 しい知識を加え､分野とサー

ビス内容を調整している｡新 しい知識の発明に対

しては､知識の体系の更新を行っている｡また､

依頼人のニーズの変化に応じて手順 ･手続レベル

の通用方法の改善が行われている｡教員は､自分

の専門分野の教育 ･研究内容を環境変化に応じて

弾力的に変更 ･充実し､常に時代に適合 したもの

にしている｡各専門分野は､新 しい状況の発生に

あわせて､少しずつその内答を変えているのであ

る｡意思決定会計の分野では､CIM投資の増加 と

いった新 しい状況の発生にあわせて､新 しい投資

決定論が生まれている｡経営学の分野では､リス

トラクチャリングとダウンサイジングといった新

しい経営動向を反映して､組織論 と人事管理論が

重視されるようになって来ている｡経営戦略論は､

社会貢献､地球環境保護 といった新たな経営課題

が加わるにつれて､戦略経営論- とその内容を変

化させている｡

専門職業家は､全体環境や他部門の状況を意識

することなく､みずからの部門環境に意識を集中

し､個々に､独自の戦略を追求 している｡国際化､

高齢化､技術の革新的変化､通信 とコンピュータ

の発達に伴 う情報化､女性の社会進出､ネットワ

ーク化､社会主義経済の崩壊 といった全体環境の

変化については､それが専門職業の将来に大きな
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影響を与える可能性があっても､当面の部門環境

に影響 しなければ､ほとんど興味を示さない｡桂

端な場合は､自分の部門環境に埋没して仕事に取

り組んでいるのである｡したがって､当初から協

働が必要な場合を除き､部門戟略相互には､原則

的に関連性がなく､部門戦略は個別､断片的にな

る｡専門職業家組織は､戟略の面から光を当てる

と､基本的使命を枠組として､相互に開通しない､

断片的部分戦略の集合体 といえる｡

基本的使命

専門職業家組織は部門環境への適応の良さの累

積 として評価される｡個々の専門家が自分の分野

の仕事にベス トをつ くし､新 しい状況に適応する

とともに依頼人の満足を高める部門戦略を追求し

ている限 り､組織全休としては､その基本的使命

を達成することができ､組織の評価は高まる｡ま

た､直面する部門環境に埋没型で専念しても､基

本的使命の達成に向けて依頼人の満足を高めてい

る限り､専門職業家組織としてのバランスも維持

される｡大学においては､基本的枠組が変わらな

ければ､教員が､担当科目の状況変化に応じて知

識の体系を更新するとともに学生のニーズの変化

に応じて教育内容 と教育方法を適切に変えている

限 り､大学としての評価は高まるとともに組織と

してのバランスも維持される｡

したがって､専門職業家組織は､全体環境が安

定 し､基本的枠組､全体の方向性､全体の方針の

変更が迫られない限り､部門環境への適応を優先

した運営で十分な業績を達成し組織として存続で

きるのである｡

2)全体環境-の戦略対応

専門職業家組織は､部門環境の変化に対しては

専門職業家組級 企業組絶
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部門環境の変化へ 全体環境の変化への

個別的対応 体系的な対応

適切に対応しているが､全体環境の変化､社会構

造の変化､経済構造の変化に対 しては､全体の方

針､全体の戦略を変え､構造を変えていくといっ

た企業組織では一般的である全体的､体系的対応

はほとんど行っていない｡決められたフォーメー

ションで進む場合､専門職業家の能力を最大限引

き出し､サービスの質を著しく向上させ るが､全

体の方向を変えていく､全体のフォーメーション

を変えていく場合､様々な困難に直面することに

なる｡

全体環境への戦略対応の問題を考える場合最も

重要な点は､そもそも専門職業家組織は､安定的

な環境を前提としており大きな変化への対応は考

えていないということである｡組織が成立 した時､

その時点で最もふさわしいと思われた基本的枠組､

方針､組織構造のもとで高度な標準化された知識･

技能を必要 とする高度な専門サービスを安定的に

供給することを目的とした組織である｡専門職業

家組織の環境は安定しており､企業のように大き

な方向転換を迫られることはほとんどないと考え

られている｡したがって大きな変化に合わせて､

全体の方向を変えていく仕組が本質的に備わって

いないのである｡ トンプ ･マネジメントの権限の

ところで述べたとおり､大きな戦略的変化に対し
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て､誰が責任を持って対応するかが定められてい

ない｡また､どのような方法 ･手順で全体の方向

性､全体戦略を立案するか､全体戦略をどのよう

な形で部門戦略に反映させ実践していくか､それ

に合わせてどのように組織構造を変えていくかに

ついて何ら明確な制度も基準も確立していない｡

一般企業のような戦略経営の論理的体系も､制度

として確立した計画立案過程も存在しないのであ

る｡

全体環境への戦略対応に必要な仕組がないだけ

ではなく全体環境の理解をするために必要な情

報 ･資料の収集の面でも困難に直面する｡全体環

境を理解し､全体環境に対する戦略対応を行おう

としても､必要な情報 ･資料を入手することがで

きない｡専門職業家組織においては部門が部門環

境の状況に適切に対応することが重視されるので､

各部門の仕事を直接支援し情報を提供するスタッ

フ部門は､比較的整備されている｡これに対して､

全体環境は､部門環境に影響しない限り取 り上げ

られることは少いので､全体環境を理解するとと

もに､社会構造の変化､経済構造の変化を予測す

るために必要な情報 ･資料を収集する部門は設け

られていないことが多い｡したがって組織内に全

体環境を理解する情報 ･資料が蓄積されておらず､

全体環境への戦略対応を行おうとしても必要な情

報 ･知識はほとんど入手できないのである｡

また意識の面も全体環境への戦略対応も困難に

している｡他の組織にくらべて､専門職業家の自

律性は高 く､仕事の自己完結性も高いので各専門

職業家は部門環境にさえうまく適合 していれば､

埋没型でも組織全体 としてはそれなりの業績を達

成することができる｡したがって､専門職業家の

全体環境に対する意識は極めて希薄である｡組織

が危機的な状況に追いつめられているとか､自分

の専門分野が消滅の危機にひんしているといった

ような特別な場合を除き､ほとんど全体を意識す

ることはない｡委員会に所属したり､本部長等に

就任して全体との関連で問題を考えなければなら

ない立場になり全体環境に目を向けたとしても､

部門環境への密接度が深いので部門環境から強い

環響を受け､意思決定にあたっても部門環境を優

先する傾向が強く出る｡革新を主導する立場の人

でさえも､なかなかこの傾向から抜け出すことが

できないのである｡

このような状況のもとで安易に全体戦略を立案

しようとすると様々な問題が発生する｡全体戦略

を立案する合理的な仕組も存在しないし､全体環

境の知識 ･情報も十分でないし､全体に対する意

識も低いので､全体戦略の立案者は､自分の出身

部門の部門環境の知識 ･経験をよりどころに戦略

を立案することになる｡自分の持っている部門環

境の知識 ･情報でわかるところだけ理解し､それ

以外のところは､断片的意見にもとづき推定し､

主観的に判断していくことになる｡したがって戦

略の内容は片寄ったものになってしまう｡精神科

の知識 ･経験のみをよりどころに小児科､内科､

婦人科を含む総合病院の戦略を立案するように､

ある部門では妥当するが､ある部門では妥当しな

い､時にはその部門の利害に反するような戦略が

立案されてしまうのである｡また､一部門の知識

で､全体の進むべき方向を決めてしまうと組織は

見当はずれの方向に進んでしまうこともある｡全

体を見ず､足元のみを見なから歩いているので､

あるべき姿から少しずつ離れてしまい､知らない

うちにとんでもない方向に行ってしまう可能性 も

ある｡現状を改善するため行う戦略立案によりか

えって以前より好ましくない状況になってしまう

ことになる｡このような安易な戦略立案を続けて

いると､組織は混乱し､組織の業績は著しく低下

し､最悪の場合解体してしまうことになる｡専門

職業家組織は安定性が高いので､何も戦略立案し

なくても､当初のフォーメーションで､それなり

の期間､業績を達成し､存続することができる｡

したがって安易な全体戦略を立案 ･選択するより

も部門が最適な対応さえしていれば､当初の枠組

を守って､何もしない方が良いといえる｡中途半

端な革新はかえって組織の寿命を縮めてしまうこ

とになる｡

変化を前提としていない全体戦略の立案に慣れ

ていない専門職業家組織において変化が認識され

た場合､次のように誤ったパターンで戦略が立案

されることが多い｡

専門職業家組織における誤った全体環境に対する戦略対応部門環境-全体戦略-計画化-構造化-中央集権的実施(事業戦略)
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部門環境の知識 ･経験にもとづき片寄った全体

戟略を立案し､それにもとづ きやはり部門環境の

知識 ･経験しか持っていない人が参加 した委員会

で組織構造､仕事の仕切 り､設備計画､事業計画

を一方的に決定し､それを中央集権的に実施 しよ

うとするパターンである｡戦略立案者の選任､全

体会議での審議､委員会での審議と形式は一応民

主的なプロセスを経ているようであるが､戟略立

案の論理的体系がないこと､統合につながるような

参加が日常的に行われていないこと､戦略立案に

未熟なこと､代替案の提示等基本的な手順が省略

されること､組織の主要メンバーに十分な資料 ･

情報が与えられていないこと､一般の専門職業家

が戦略に無関心なことなどの理由から内容はきわ

めて悪意的な片寄ったものとなる｡仮に､全体会

議､委員会の審議の回数を増やしても状況はそれ

ほど変わるものではない｡基本的に知識 ･情報が

不足しているうえ､専門職業家の利害も､関心も

全 く異なるので､専門職業家が集って一定期間議

論してもこあるべき姿､進むべき方向､共通利益

を明らかにして合意を得ることは困難である｡専

門職業家全員の合意を得るには気が遠 くなるほど

の時間とエネルギーが必要である｡特に専門職業

家の中で村立している人がいる場合､創造的対応

を中心とした全体戦略の立案はほとんど不可能で

ある｡また､計画化､構造化 という戦略実践の手

順についても未熟なことが多く､その具体化にあ

たっては丁寧な参加型運営を取ることは少 く､全

体戦略の決定を錦のみ旗に強制的､中央集権的に

行われることが多い｡特に､閉鎖性の高い専門職

業家組織にその傾向が強い｡

それではどのようにしたら専門職業家組織にお

いて全体戦略を立案することができるのであろう

か｡戦略経営の論理的な体系が整備されていない

専門職業家組織においては個人的属性が重視され

るO全体環境が理解でき､人格的に優れた個人も

しくは複数の企業家的 ))-ダーが､すべての状況

を理解し､全員の意向を反映して戦略を立案し､

実践していくことが理想である｡人間性が良く､

常に組織に奉仕し､仲間の仕事を手助けし､正 し

い権限行使と活動実績を積み重ねているという人

格的要件 と全体環境を理解し､将来を洞察すると

ともにメンバーの意向を反映したビジョンを作る
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ことができ､ビジョンに向けて仲間を動機づける

ことができるという能力的要件を備えたリーダー

が丁寧に合意形成に向けて努力することによりは

じめて可能になる｡

しかしながら大規模な専門職業家組織において､

このような企業家的リーダーに出会うことはまれ

である｡専門職業家組織においては高い専門性 と

管理的仕事をいとわない熱意により仲間から尊敬

されている人が経営管理者に選ばれる傾向が強い

が､これらの経営管理者がこの種の要件をすべて

備えているわけではない｡部門環境は個別 ･特殊

であり､専門性が高いので､大組織が直面する部

門環境すべてに通 じることは大変矩しいことであ

る｡また､部門環境優先の風土の中で長期間仕事

をしているので､経営管理者とはいえ全体環境に

目を向けている期間が短 く､全体環況に関する

知識 ･経験が十分蓄積 していない｡ さらに思考

方法もこのような企業家的 リーダーの出現を制約

している｡専門職業家は既存の知識体系を確立し

た分野に通用し､その基本的使命を果している｡

求められているのは高度な知識 ･技能の安定的適

用であり､確立した分野外の仕事､未知の分野の

仕事はほとんど取 り扱わない｡したがって､未知

の分野に新たな知識体系を通用し､創造的対応を

していくといった経験はほとんどないのが一般的

である｡

こういった状況が背景にあるので大規模な専門

職業家組織においては､このような資格要件を備

えた経営管理者を見出すことはほとんどまれであ

る｡したがって､このような人的要件､能力要件

を備えて専門職業家が経営管理者に選ばれるとい

う数少いケースを除き､大規模な専門職業家組織

において､全体の方向を明らかにし､全体戟略を

立案し､実行戦略に反映して実践し､新 しいある

べき方向に向けて進んでい くといった体系的な戟

略対応は極めて困難である｡

大親模な専門職業家組織においては､このよう

な戟略対応は困難であるが､小規模な専門職業家

組織においてはこのような戦略対応は比較的容易

である｡小規模な専門職業家組織においては､採

算性 と業務開発が重視されコアメンバーは比較的

早い時期から全体環境に関与し､その知識 ･経験

を蓄積 している｡また､雑多なニーズを持ちかつ
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わがままな新規の依頼人を取 り扱う機会が多く､

確立した高度な知識 ･技能を通用する中でも若干

の創造対応を経験している｡さらに部門環境の数

も少 く､それほどきわだった能力を持っていなく

てもそのすべてを理解することが可能である｡し

たがって､小規模な専門職業家組織においては､

その専門職業家組織の固有の状況を理解し､全体

環境を理解し､全体戦略を立案できる企業家的リ

ーダーを容易に見出すことができる｡

戦略立案の論理的体系も存在しない｡全体環境

に対する資料 ･情報も不足している｡部門環境優

先の意識が強い｡人格的要件と能力的要件を備え

た企業家的 リーダーも極めて少い｡こういった特

殊事情のある専門職業家組織においては部門戦略

以外の戦略は全 く存在しないのであろうか｡確か

に､一般の企業組織のような環境変化に対 して全

体戦略を変え､体系的に実践していくといった論

理的な戦略の体系はほとんど存在しない｡しかし

ながら上位戦略が全 く存在しないわけではない｡

対外志向の強い専門職業家組織においては部門環

境への適切な対応により蓄積された周辺環境の知

識と問題意識を通して､中間戦略が形成されてい

る｡部門戦略を超えた様々な中間戦略が存在して

いるのである｡社会構造の変化に伴って生まれた､

新しい社会的要請にこたえる重要なテーマごとに

臨時プロジェクトが作成され､優れたリーダーの

もとプロジェクトメンバーとの日々の接触を通し

て新たなテーマごとに複数部門を貫 くコンセンサ

スが形成されている｡

監査法人においてはシステムの監査､国際業務､

依頼人-の トータルサービス､訴訟 リスクといっ

た新 しいテーマごとに利害 と関心のある公認会計

士がプロジェクトを形成し､必要な協議を行い､対

応策をたてている｡病院においては､重要な伝染病､

風土病､医療に関する社会的課題ごとに医師 と看

護婦がプロジェクトを形成し､課題の解決に取 り

組んでいる｡大学においては情報化､国際化､地

域経済､地域福祉､地球環境保護といった､新 し

い時代が解決を求めているテーマごとに､関連す

る教員が集まりプロジェクトを編成し､教育 ･研

究の内容の協働化をはかっている｡このように､

専門職業家組織においては部門環境を超え､い く

つかの部門環境をつなぎあわせ､社会的要請にこ

たえる中間戦略を立案 し実践している｡

これらの中間戦略は上からの意見で､体系的に

取 り上げられたものではなく､複数の専門職業家

の共通認識から自然に生まれたものなので個別性､

独自性が強いものである｡したがってこの段階で

中間戦略を総合しても何ら全体戦略につながるも

のではない｡

中間戦略は､未知の新 しいテーマを取 り扱って

いるので､短期間に内容を確定することはできな

い｡また､時間をかけて論理的な過程を積み上げ

れば結論に至る性格のものではない｡その内客を

確定していくには粘 り強い試行錯誤のプロセスが

必要である｡同じ問題意識を持った専門職業家が

集まり､時間をかけて資料 ･情報を収集 し､科学

的分析を加え､議論を積み重ね､合理的な判断の

みならず直感､ひらめきといった様々な感覚を動

員しはじめて何らかの糸口､方向性が見出される

ものである｡そして何らかのアイディア､仮説が

生まれたらそれを具体化し､次々と実施してみる

ことが必要である｡最初から正 しい仮説を見出す

ことはほとんどないのでその実験は失敗すること

が多い｡失敗した場合､また考え直し､実践する

のである｡こういった思考 と実践の繰 り返しの中

で､中間戦略の内容が明らかになって くる｡

全体戦略を立案する仕組が整備されていない専

門職業家組織においては､こういった中間戦略を

通して全体の方向づけが行われる可能性がある｡

中間戦略の立案を通して専門職業家の関心領域

は広がり､外部環境の理解が深まる｡また仲間と

の議論 と協働を通して､仲間の専門職業家の仕事

の内容と自分の仕事 と仲間の仕事 との関連性を理

解するようになる｡これにより専門職業家の意識

も閉鎖性の高い埋没型から外部に目を向けた開放

型､協働型に変っていくことになる｡また､組織

全休 としての創造性も高まるのである｡

こういった好ましい中間戦略の立案 と実践とい

った過程が繰 り返されているうちに､多くの専門

職業家から支持された､優れた中間戦略が明らか

になって来る｡社会的要請 も高いし､多くの専門

職業家が理解 している中間戦略である｡そのよう

な優れた中間戦略が組織全体に浸透することによ

り､その中間戦略を中心に専門職業家の意識と行

動は､自然にある方向に収束し､全体戦略が生ま
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れて来る｡

全体戦略
′1卜

中間戦略 ⇔ 複数の部門環境
･1卜

部門戦略 く->部門環境

このように専門職業家組織においては全体戦略

は､ トップ ･マネジメントを中心に作成され､上

から下- と体系的に実践されるものではない｡実

践と試行錯誤の繰 り返しの中から社会的要請に対

する専門職業家の合意が形成され､その自然の流

れの中から全体戦略が生まれてくるのである｡

専門職業家組織 企業組織

[垂 垂 ] 匝 蔓:]

M M

ロ 車重 ] 匝 ]
M lt

E 垂 司 直 ]

このような形で自然に優れた戦略が生まれない

専門職業家組織は､旧来の基本的枠組､方針､事

業戟略を踏襲し､その枠組のもとに活動を続ける

ことになる｡外部がいかに変化しようとも従来の

パターンで対応していくのである｡専門職業家組

織は短期的には大きな変化にさらされることはな

いので､このような硬直的な形態でも､部門環境

に適切に対応しさえすれば､長期的に存続できる｡

しかしながらこのような専門職業家組織は永久に

存続できるわけではない｡一定年限が経過すると､

時代の要請から著しく垂離し､業績が大幅に低下

してしまう｡人材も離反してしまう｡この段階に

至ると､専門職業家組織は役割を終えるのである｡

今後､役割を終えた専門職業家組織は解体される

か､新 しい時代の要請にもとづ く新 しい枠組のも

とに再構築されることになる｡

現在､専門職業家組織の事業の再構築は､米国

で進んでいる｡米国公認会計士事務所の分野では､

かつての8大会計事務所が6大会計事務所に整理

統合されるとともに､その事業戟略も組織構造も

一新されているOこの他､大病院､ロー ･ファー

ム等においても枠組を超えた再構築が行われてい
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る｡

今後､我が国でも時代の要請に適合できなくな

った専門職業家組織に対しては､このように枠組

を壊 して､その内答を一新する再構築が行われる

ことになるであろう｡

7.専門職業家組織における問題点

1)革新の困難性

全体環境への戟略対応で説明した通 り専門職業

家組織は安定的な環境を前提にしており､大きな

変化-の対応は考えていない｡組織成立以来の基

本的枠組､方針､事業戦略､組織構造のもとで高

度な標準化された知識 ･技能を必要とする高度な

専門サービスを安定的に供給することを目的とし

た組織である｡一般企業のように環境変化に対応

する戟略経営の体系が整備されていない｡したが

って変化-の弾力的対応は困経である｡また革新

を行おうとしても資源の組み合せを変えることは､

専門職業家の仕事の分野を中心に個人的利害に影

響を与えるので､その内答のいかんにかかわらず､

まず専門職業家の反対を受けることになる｡この

点ミンツバーグは次のように述べている｡『こうし

た組織は本質的に専門職業的官僚制であって､所

与のプログラムを安定環境内で完成させるために

設計された実行構造であり､新しいプログラムを

まだどんなものかもはっきりしないニーズ-向け

て創造するために設計された問題解決構造ではな

い』(8)Oすなわちミンツバーグによると､専門職業

家組織は高度な専門サービスを大量に､効率的に

供給する一種の官僚制組織なのである｡そこでは

変化-の対応､革新よりも､高度な専門的な仕事

をできる限りパターン化､画一化し､その効率を

あげていくことが重視されるのである｡

専門職業家組織における革新を困艶にしている

もう一つの理由は､専門職業家の思考方法である｡

専門職業家は一般に広 く認められた高度な知識 ･

技能を確立した分野に通用し､専門サービスを提

供している｡その活動の特色は､自分の有する知

識の体系を現状にあてはめ問題処理する点である｡

専門職業家の知識の体系があてはまる仕事は安定

的に処理されるが､それからはみ出す仕事はほと

んど処理されることはない｡現場の状況に合わせ

て､次から次へと新しい知識を適用した り､未知
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の分野の状況を理解し､それを体系化する活動は

ほとんど取 り扱われない｡またそういった対応を

求められることも少い｡したがって､専門職業家

の多くは革新に必要な､分析力､客観的認識能力､

創造力､総合力を習得していないのである｡

このように､専門職業家組織においては､組織

の本質の面からも､専門職業家の思考方法の面か

らも革新が困難なのである｡

2)専門職業家組織においては仕事を統制する方

法が少いので仕事上の欠陥を見逃す可能性が高

い｡

企業組織においては､仕事の方法､仕事の手順

は標準化､規則化されており､上位の指示のもと

にその作業手順のみならず内容に至るまで統制さ

れ､仕事の品質は高水準に維持されている｡これ

に対して専門職業家組織においては､仕事の方法､

仕事の手順､スケジュールはその仕事に従事して

いる専門職業家が依頼人のニーズにもとづき自由

に決定し､それにもとづいて自分自身で仕事の進

度管理､仕事の結果の検討､問題点の把握､対応

策の工夫を行い自己統制を行っている｡この高度

な自己完結性のゆえ､時には､どのような基準で

どのような判断が行われ､どのような質のサービ

スが提供されているか､外部から全 く判断できな

いこともある｡専門職業家の仕事の過程はブラッ

クボックスになる可能性が高いのである｡

今までは､専門職業家の仕事の質は､高い使命

感､正当な注意義務を中心 とする職業倫理､依頼

人に対する奉仕の精神に支えられ維持されていた｡

したがって､専門職業家の仕事の過程がブラック

ボックスであったとしても､仕事上の欠陥が発生

する可能性は低かった｡しかしながら､専門職業

の種類が増加し､専門職業家の数が増加している

現在､必ずしもこのような倫理だけでは､仕事の

質を維持することは困難になってきている｡現実

には､様々な仕事上の欠陥が発生しつつある｡こ

の仕事上の欠陥が専門職業家の仕事の過程がブラ

ックボックスのためなかなか認識できず､その欠

陥が重大でない限り見逃されることになる｡

専門職業家の仕事上の欠陥は､それが累積し､

爆発してから認識されることが多い｡依頼人の不

満の爆発､契約の解除､訴訟の発生といった決定

的状態に至ってはじめて､仲間の知るところとな

るのが一般的である｡それまでは､個人のレベル

に隠され､表面化することはほとんどない0

3)自分の好きな仕事に片寄る傾向がある｡

専門職業化は高い使命感に支えられ､高度に標

準化された知識 ･技能を用いて､依頼人に対して

質の高いサービスを安定的に供給している｡しか

しながら､専門職業家も人間であり､時には個人

的な感情に左右されることもある｡意見が合う､

相互理解が進んでいる､尊敬し合える依頼人の仕

事や､自分が興味ある研究分野に開通する仕事に

傾斜していく傾向がある｡同一業種､同一規模の

会社､A社 とB社について専門サービスを提供す

る場合､形式的には投入時間が同じであっても､

熱意と集中力が自分の好意を持っている会社に片

寄 り､その仕事の成果は異なることになる｡

また､手数がかかって成果があがらない仕事 も

避ける傾向がある｡アメリカのロー ･ファームに

おいては､保険契約の代位訴訟という誰もがや り

たがらない仕事は新米弁護士にまわされている(9)0

また､社会の脚光を浴びるとともに収益性の高い

企業法務には多くの力のある弁護士が殺到し､組

織内の仕事の配分が片寄ってしまう｡組織内の仕

事の配分のみならず､仕事の開発においても､好

ましい仕事が選択され､仕事の内容が組織全体と

して片寄っていく可能性が高くなる｡こういった

個人的選好も放置しておくと､専門職業家の資源

配分が片寄 り､社会的な歪が発生してしまうこと

になる｡

4)セクショナリズムの発生

専門職業家は､依頼人のニーズ､求められる仕

事の内容に応じて､個人もしくは複数で､自分の

専門分野のサービスを提供している.医者は自分

の専門分野の患者の治療に専念し､学者は自分の

専門分野の教育と研究に従事し､公認会計士は監

査 もしくは自分の専門分野の各種経営サービスに

携っている｡その仕事が自分の専門知識と技能だ

けで問題が解決可能な場合､原則として上司 ･仲

間から独立し､自己完結的に仕事をしている｡業

務の遂行上自分の専門外の問題が発生した場合､

ふさわしい専門職業家に負託するか､協働して依

頼人の要請にこたえている.また､重大なテーマ､

大きな仕事をするにあたっては複数の専門職業家

が協働して依頼人の要請にこたえている｡専門職
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業家組織においては､専門職業家がこういった形

で多様化しつつある依頼人の要請に総合的にこた

えている｡しかしながら､セクショナ リズムに陥

った一部の専門職業家は､自分の専門以外の分野

に直面しても､それを仲間の専門家にまわさない

傾向がある｡専門職業家は専門外のことでも隣接

領域であればある程度見当がつ くので､専門外の

分野が含まれていても､それなりに対応すること

ができる｡専門外の分野が小さい場合､もしくは

その専門外の課題にうまく対処 している限りそれ

が問題として取 り上げられることはない｡しかし

ながらそのような傾向を放置しておくと知 らない

うちに専門サービスの質が低下 してしまうことに

なる｡また､判断 ミスが重なると､重大な事故に

つながることになる｡これが医療のように人命に

かかわる場合は重大である｡自分の専門外の患者

を適切な仲間の専門医にまわさずに､自分の手で

すべて処理 しようとすることにより､回復を遅ら

せたり､寿命を縮めるといった重大な事態を発生

させる可能性がある｡こういった形でセクショナ

リズムが広がると依頼人の多様なニーズに総合的

にこたえるために成立した専門職業家組織のメリ

ットをフルに発揮できなくなる｡

8.むすび

現在､企業内に専門職業家に準じた企業内専門

家が増加しつつある｡産業化の進展に伴 いホワ

イ トカラーが増加して来たが､高学歴化､技術の

高度化､経営環境の複雑化に伴い､最近では専門

職 ･技術職 ･専門職 としての管理職 といった企業

内専門家が増加 している｡かつては一般事務職や

人間関係や調整を得意 とする管理職が中心であっ

たが現在では､専門性の高い専門家が主役となり

つつある｡研究所､製品開発部門､企画部門､新

規事業の分野では高度な知識 ･技能を未知の分野

に通用し､問題解決に取 り組んでいる企業内専門

家が増加 しつつある｡また､組織全体に､一般に

確立した高度な知識 ･技能を確立した特定分野に

安定的に適用する企業内専門職業家も増加してい

る｡TQC､予算､管理会計､原価計算､CIM､人

事管理 といった特定の管理手法に深 く通じた専門

家､婦人服､ヤングファッション､ジュエ リーと

いった一般に確立した分野の営業に深 く通じ､か
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つエンジニアリング能力のある営業の専門家､外

食産業､建設業､訪問販売といった特定の分野の

管理に優れた管理能力を発揮する管理職などが増

加 しているのである｡

これらの企業内専門家は､特定の知識 ･能力さ

え確立すればどの組織に行っても通用するので､

今までのホワイ トカラ-のように企業の仕組に全

面的に組み込まれるようなことはない｡自分が修

得した知識の論理､自分の仕事を通して把握した

社会の論理にも影響され､自律的姿勢を高めてい

くのである｡したがって､今までのような組織構

造 と運営では台頭しつつある企業内専門家を動機

づけ､業績の達成や価値創造に向わせるのは困難

である｡前者の未知の分野に取 り組む企業内専門

家には､ネットワーク組織と革新的組織の要素を

取 り込むことが必要である｡そして､日本的経営

の後退 とともに増加 しつつある一般に確立した知

識 ･技能を特定の分野に適用する企業内専門家に

は､本稿で述べた専門職業家組織の要素を幅広 く

取 り入れた組織構造と運営が必要である｡このよ

うな形で組織構造を変え､運営方法を変えること

により､企業も､新 しい社会的要請や需要構造の

変化に積極的に対応することができるようになる

のである｡

このような形で組織構造を変え､運営方法を改

善することにより､企業は､負のスパイラルから

抜け出し新しい社会的要請や需要構造の変化に治

って､新たな成長軌動に乗ることができるのであ

る｡

(からさわ まさたか 助教授)

(1993.3.29受理)
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